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Ⅰ．はじめに 

 

１．かがわ人口ビジョンの位置づけ 

 

現在、我が国の人口は減少局面に入っており、今後、長期的に人口減

少が続くことは避けられない状況にあり、本県においても、少子化に加

え、大都市圏への人口流出もあり、人口減少が本格化しています。 

人口減少社会においては、生産年齢人口の減少や県内消費額の減少、

地域活力の低下など様々な弊害が予想され、このまま将来的に人口減少

に歯止めがかからない場合には、県民生活に深刻な影響を及ぼすことが

懸念されます。 

このような中、本県においても、喫緊の重要課題である人口減少問題

に全力で取り組む必要があると考えており、本県における人口の現状を

分析し、目指すべき将来の方向を提示することにより、人口減少がもた

らす影響に関する認識を県民と共有するとともに、県民挙げて地方創生

に向けて全力で取り組むため、「かがわ人口ビジョン」を策定しました。 

 

 

２．対象期間 

平成 72（2060）年までとします。 
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Ⅱ．人口の現状分析 
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１．人口動向分析 

（１）本県人口の現状 

 

香川県の人口は、平成 11（1999）年の約 103 万人をピークとして減少に転じ、平

成 26（2014）年の人口は約 98 万人と、平成 12（2000）年以来 15 年連続の減少とな

っています。 

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の推計によると、現状の

ままで何ら対策を講じなければ、今後、人口減少は加速度的に進み、平成 52（2040）

年の香川県の総人口は 77 万人程度にまで減少すると見込まれています。 

年少人口（0～14 歳）と生産年齢人口（15～64 歳）は、今後も減少し、平成 52（2040）

年に年少人口は、8 万人を割り込み、生産年齢人口は、40 万人程度にまで減少すると

予測されています。 

一方、老年人口（65 歳以上）は、平成 27（2015）年から平成 52（2040）年までの

間は、30 万人前後で推移すると予測されています。 
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平成 26（2014）年の５歳ごとの人口構成では、団塊ジュニア世代（40-44 歳）が

2040 年には 65 歳以上になり、高齢化率が大きく上昇すると見込まれています。 

年少人口が今後も減少し、人口ピラミッドがより下すぼみの壺型に向かっていくと

見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

男女、年齢（５歳階級）別人口構成推計 （2014 年）【香川県】 
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人口の自然増減は、平成 15（2003）年には死亡数が出生数を上回り、自然動態が

初めて減少となり、その後も引き続き減少数は拡大しています。 

社会増減は、平成 12（2000）年からは再び転出超過になっています。 
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（２）自然増減 

 

合計特殊出生率（15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一

人の女子が仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの平均子供数

に相当）は、昭和 48（1973）年の 2.09 から減少傾向にありましたが、平成 15（2003）

年及び平成 18（2006）年の 1.42 を底に緩やかな上昇傾向にあり、平成 26（2014）

年は 1.57 となっています。 
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出生数は、15～49 歳の女性人口が減少していることもあって減少傾向に変わりは

なく、平成 17 年（2005）年に初めて９千人を下回ってからも減少が続いており、平

成 26（2014）年は初めて８千人を下回り、7,775 人となっています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均初婚年齢は、男性、女性ともに戦後ほぼ一貫して上昇してきました。  

平成 25（2013）年の平均初婚年齢は男性 30.4 歳、女性 28.9 歳で、平成 12(2000）年

の男性 27.9 歳、女性 26.2 歳と比べ、男性で 2.5 歳、女性で 2.7 歳上昇しており、晩

婚化が進行しています。 

全国（男性 30.9 歳、女性 29.3 歳）と比較すると依然下回ってはいるものの、その

差は縮小傾向にあります。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」、香川県「人口移動調査」 

出典：厚生労働省「人口動態統計」 
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母親の年齢（５歳階級）別にみた出生率の推移を見ると、20～24 歳、25 ～29 歳の

出生率が低下傾向であるのに対し、30～34歳、35～39歳の出生率は上昇傾向にあり、

晩産化が進んでいることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」 

出典：総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態統計」から香川県作成 

（人、女性人口千人対） 
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昭和 52 年以来、本県の死亡原因の第 1 位はがんであり、平成 25 年には全死亡者

数の 26.5％を占めています。また、三大生活習慣病のがん、心疾患、脳血管疾患のい

ずれも全国平均を上回っています。 

 
 

 

 

主な死因別死亡率（平成 25 年、人口 10 万対） 
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順位 胃がん 順位 大腸がん 順位 肝がん 順位 肺がん 順位 乳がん 順位

全国 290.3 38.7 37.9 24.0 57.9 10.5

香川 312.1 20 46.2 10 36.9 33 24.8 24 65.2 15 9.1 36

子宮
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順位 糖尿病 順位 心疾患 順位
急性

心筋梗塞
順位 心不全 順位

脳血管
疾患
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全国 9.4 11.0 156.5 31.8 57.2 94.1

香川 11.0 9 17.4 2 198.9 9 32.5 27 56.4 36 100.7 31
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出血
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慢性閉塞
性肺疾患
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全国 9.9 26.2 55.7 97.8 13.1 1.4

香川 9.4 36 26.1 29 63.0 28 79.0 42 12.8 39 2.1 8

肝疾患 順位 腎不全 順位 老衰 順位
不慮の
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全国 12.7 20.0 55.5 31.5 4.8 6.2

香川 13.1 20 25.8 14 74.2 15 42.1 14 8.7 2 8.1 11

不慮の
窒息

順位 自殺 順位

全国 7.7 20.7 　出典：厚生労働省「人口動態統計」

香川 9.5 21 18.8 41

※死亡率の算定に用いている人口は、平成25年10月1日現在推計人口（総務省統計局）
※順位は、死亡率の高い方からの順位
※交通事故について、人口動態統計では、事故発生から１年以内の死亡者を計上しています。
　（警察庁交通局の交通事故死者数は、事故発生から24時間以内の死亡者数を計上しています。）

出典：厚生労働省「人口動態統計」 
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平成 25（2013）年の本県の糖尿病死亡率は、人口 10 万人当たり 17.4 人と全国で

2 番目に高くなっています。 
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（３）社会増減 

 

年齢階級別の人口移動の状況をみると、男性及び女性ともに、10～14 歳から 15～

19 歳になるときと、15～19 歳から 20～24 歳になるときに大幅な転出超過になって

おり、進学や就職の際に県外に転出する人が多くなっています。 

一方で、長期的にみると、男女ともに 20～24 歳から 25～29 歳になるときには、

Ｕターン就職等から転入超過となっていますが、超過数は減少傾向にあります。 

55～59 歳から 60～64 歳になるときをピークとした転入超過もあり、これは県外で

定年退職を迎えた方などによるＵターン等によるものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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地域ブロック別の人口移動の状況をみると、四国の他の 3 県からは転入超過となっ

ていますが、東京圏及び大阪圏への転出超過が著しく大きく、このことが本県の社会

減に大きな影響を及ぼしていることがわかります。 

また、名古屋圏、中国地方、九州・沖縄地方へも転出超過が続いており、特に近接

する中国地方への転出超過は、東京圏、大阪圏に次ぐ人口移動になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道・東北 146

東京圏
-853

東京圏
-798

東京圏 -133 東京圏
-214

東京圏
-633

東京圏
-684

名古屋圏 -30

名古屋圏 -103

大阪圏
-650

大阪圏
-493

大阪圏
-533

大阪圏
-401

大阪圏
-726

大阪圏
-651

中国 -32

中国 -156

中国 -176
中国 -229

四国３県
738 四国３県

184

四国３県
748

四国３県
875

四国３県
876

四国３県
633

九州・沖縄
68

九州・沖縄
-161

九州・沖縄
-137

九州・沖縄
-125

-2000

-1500

-1000

-500

0

500

1000

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

転
入
超
過
数
（人
）

地域ブロック別の人口移動の状況【香川県】

北海道・東北

北関東

東京圏

名古屋圏

大阪圏

中部・近畿（名古屋

圏、大阪圏除く）
中国

四国３県

九州・沖縄

■北海道・東北：北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

■北関東：茨城県、栃木県、群馬県               ■東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

■名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県             ■大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 

■中部・近畿（名古屋圏、大阪圏除く）：新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、静岡県、滋賀県、和歌山県 

■中国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県        ■四国３県：徳島県、愛媛県、高知県 

■九州・沖縄：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 

（注）平成 22 年（2010）年の四国３県の転入超過数の減少は、３月に陸上自衛隊第 14 旅団高知駐屯地が

開設され、本県から高知県への転出が増加していることが大きな要因として考えられる。 
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（人） 人口動態の推移【香川県】

自然増減 社会増減 人口増減

バブル景気 いざなみ景気

（４）自然増減と社会増減が総人口に与えてきた影響 

自然増減と社会増減の推移をみると、1950 年代後半から 1960 年代後半の高度成長

期には、多数の若者が都市部に転出したことから社会減が自然増を上回り、人口が減

少しました。 

1980 年代前半から、再び社会減となりましたが、平均余命が延びたことによる自

然増が寄与し、平成 11(1999)年まで人口は増加しました。 

1990 年代後半以降は、社会減により人口は減少に転じ、平成 14(2002)年からは「自

然減」の時代に入ったため、急激な人口減少局面を迎えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：香川県「人口移動調査報告」 

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「人口動態統計」 

（人口マイナス） 

（人口プラス） 
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（５）県内市町の人口の状況 

県内市町間の人口移動の状況をみると、高松市、丸亀市などが他の市町からの転入

超過となっており、県内においても、都市部への人口移動が進んでいます。 

 

 

-300

-200

-100
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100

200

300

400

500

600

700

転
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超
過
数
（人
）

県内市町間の人口移動の状況【香川県】

高松市 丸亀市

坂出市 善通寺市

観音寺市 さぬき市

東かがわ市 三豊市

土庄町 小豆島町

三木町 直島町

宇多津町 綾川町

琴平町 多度津町

まんのう町

出典：総務省統計局「平成２５年住民基本台帳人口移動報告」 

転
出
超
過
数
（人
） 
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県内市町間の人口移動の状況【高松市】

善通寺市

三木町

宇多津町

琴平町

多度津町

東かがわ市

さぬき市丸亀市

観音寺市

小豆島町

綾川町

まんのう町

三豊市

高松市

坂出市

直島町

土庄町

(548人) (-95人) 

(-40人) 
(-26人) 

(-45人) 

(-13人) 

(-68人) 

(-3人) 

(-19人) 

(107人) 

(-103人) 

(-128人) 
(-8人) 

(-16人) 

(-42人) 

(-52人) 
(3人) 

県内市町間の人口移動の状況【丸亀市】

善通寺市

三木町

宇多津町

琴平町

多度津町

東かがわ市

さぬき市

丸亀市

観音寺市

小豆島町

綾川町

まんのう町

三豊市

高松市

坂出市

直島町

土庄町

(95人) (185人) 

(-80人) 
(8人) 

(-28人) 

(-22人) 

(-55人) 

(-19人) 

(-4人) 

(2人) 

(-15人) 

(2人) 

(-82人) 

(3人) 

(5人) 

(4人) 

(1人) 

高松市は、県内市町から 548 人の転入超過となっていますが、一方で三木町へ 107

人の転出超過となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

丸亀市は、県内市町から 185 人の転入超過となっていますが、一方で高松市へ 95 人

の転出超過となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「平成２５年住民基本台帳人口移動報告」 

出典：総務省統計局「平成２５年住民基本台帳人口移動報告」 
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2.0‰以上

0.0～2.0‰未満

-4.0～0.0‰未満

-6.0～-4.0‰未満

-8.0～-6.0‰未満

-8.0‰未満

市町別社会増加率（平成25年～26年）【香川県】

善通寺市

三木町

宇多津町

琴平町

多度津町

東かがわ市

さぬき市

丸亀市

観音寺市

小豆島町

綾川町

まんのう町
三豊市

高松市

坂出市

直島町

土庄町

(0.7‰) 

(2.2‰) 

(-3.3‰) (1.0‰) 

(-2.1‰) 

(-2.3‰) 

(-3.5‰) 

(-4.7‰) 

(1.3‰) 

(-2.8‰) 

(-0.5‰) 

(-7.0‰) 
(-2.8‰) 

(-0.6‰) 

(-4.7‰) 

(-8.0‰) 
(-6.9‰) 

0.0～3.0‰未満

-3.0～0.0‰未満

-6.0～-3.0‰未満

-9.0～-6.0‰未満

-12.0～-9.0‰未満

-12.0‰未満

市町別自然増加率（平成25年～26年）【香川県】

善通寺市

三木町

宇多津町

琴平町

多度津町

東かがわ市

さぬき市丸亀市

観音寺市

小豆島町

綾川町

まんのう町
三豊市

高松市

坂出市

直島町

土庄町

(-0.8‰) (-1.6‰) 

(-7.9‰) (2.9‰) 

(-5.3‰) 

(-7.9‰) 

(-5.1‰) 

(-9.8‰) 

(-7.9‰) 

(-3.8‰) 

(-9.4‰) 

(-10.9‰) 
(-3.5‰) 

(-11.9‰) 

(-10.3‰) 

(-13.2‰) (-2.8‰) 

 県外、県内の人口移動を合わせた社会増減を市町別に見ると、社会増加は、高松市、

丸亀市、宇多津町、綾川町の２市２町だけとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、自然増加は宇多津町のみとなっており、社会増減と自然増減を合わせて人口

増加となっているのも、近年では宇多津町だけとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：香川県「平成２６年人口移動調査報告」 

出典：香川県「平成２６年人口移動調査報告」 
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２．将来人口の推計と分析 

 

（１）平成７２（2060）年までの将来人口の推計 

 

国のまち・ひと・しごと創生本部事務局から提供された、国立社会保障・人口問題

研究所（社人研）の「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」準拠推計等

のデータを用いて将来人口推計を行います。 

 

◎各推計パターンの概要 

 

 出生・死亡【自然増減】 移動（転入、転出）【社会増減】 

パターン① 

≪社人研準拠≫ 

(移動一定程度収束) 

 

平成 22(2010)年の傾向が継続 

 

平成 17(2005)年～平成 22(2010)年

の純移動率※が平成 27(2015)年～

平成 32(2020)年にかけて 0.5 倍に

縮小、その後は一定 

 

パターン② 

≪社人研準拠 

＋出生率上昇≫ 

 

合計特殊出生率が上昇 

平成 42(2030)年：1.8 程度 

平成 52(2040)年：2.07 程度 

(国の長期ビジョンと同じ仮定) 

平成 17(2005)年～平成 22(2010)年

の純移動率が平成 27(2015)年～平

成 32(2020)年にかけて 0.5 倍に縮

小、その後は一定 

 

パターン③ 

≪社人研準拠 

＋出生率上昇 

＋移動均衡≫ 

 

合計特殊出生率が上昇 

平成 42(2030)年：1.8 程度 

平成 52(2040)年：2.07 程度 

(国の長期ビジョンと同じ仮定) 

純移動率が平成 27(2015)年～平成

32(2020)年から均衡して推移する

と仮定 

 

参考：日本創成会議 

  の将来推計 

≪社人研準拠 

＋移動収束せず≫ 

 

平成 22(2010)年の傾向が継続 

 

純移動率が社人研の平成 22(2010)

年～平成 27(2015)年の推計値から

縮小せず概ね同水準で推移すると

仮定 

 

※純移動率 転入者数と転出者数の差を総人口で除した割合 
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① 

② 

③ 

2040 年 

①約 77 万人 

  ②約 80 万人 
  ③約 84 万人 

参考：約 75 万人 2060 年 

①約 60 万人 

②約 67 万人 

③約 74 万人 

 

（人） 

出典：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口 （平成 25 年 3 月推計）」 

52.5％ 
② 
① 

③ 

① 

② 

③ 

③ 
② 

① 

50.8％ 

39.1％ 

50.8％ 

35.0％ 

32.1％ 

15.4％ 

14.2％ 

10.1％ 

出典：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口 （平成 25 年 3 月推計）」 
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３．人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察 

 

少子・高齢化を伴った人口減少は、地域経済や医療、教育など様々な分野において

以下のような悪影響を及ぼし、自治体の存続まで危うくすることになります。 

 

（１）地域経済への影響 

生産年齢人口の減少に伴い就業者数が減少し、生産性が停滞した状態が続けば、

経済成長率（県内総生産成長率）は、マイナス成長に陥ると見込まれ、人口減少

によって香川県経済が「縮小スパイラル」に陥るリスクがあります。 

（２）地域社会への影響 

国土交通省が平成 26（2014）年 7 月に発表した「国土のグランドデザイン 2050」

では、本県の人口減少がこのまま進むと平成 62（2050）年には、現在人が住んで

いる居住地域のうち 5 割以上の地域（ｋｍ四方のメッシュ）で人口が半分以下に

減少し、さらに、そのうち約１割の地域では無居住化すると推計されているなど、

地域社会の活力の低下が懸念されます。  

（３）教育・地域文化への影響 

学級数や１クラスあたりの児童数が減ることで、子どもたちが切磋琢磨する機

会の減少、集団学習の実施に制約が生じるなど、教育活動の質の維持が困難とな

ります。 

さらに、地域の伝統行事や祭りなどの担い手減少による地域文化の衰退が懸念

されます。 

（４）公共交通機関への影響 

高齢者の増加により公共交通機関の重要性は大きくなりますが、利用者数の減

少は公共交通機関の経営効率を低下させることになり、地域の移動手段の維持・

確保が困難になります。 

（５）社会保障費への影響 

急速な少子高齢化の進行により、年金、医療、介護等の社会保障に係る将来の

財政負担は益々大きくなり、家計や企業の経済活動に大きな影響を与えます。 

また、制度の持続可能性の確保や世代間の不公平の是正が重要となっています。 

 

これらの懸念は、すべての県民に隔たりなく降りかかってきます。 

そこで、将来にわたって香川県が進むべき方向を明確にし、県民誰もが同じ認識の

もとに、人口減少社会へ立ち向かっていくことが必要です。 

 



- 20 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．人口の将来展望 
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１．将来展望に必要な調査分析 

 

人口の将来展望にあたっては、「県民意識調査」「首都圏・関西圏における移住意向

調査アンケート調査」「県外進学者アンケート調査」「結婚と子育てに関する意識調査」

を実施し、県民の意識やニーズを適切に把握した上で、施策展開に反映することとし

ます。 

 

（１） 県民意識調査の概要 

 

転出超過となっている人の流れを変え、人口の社会増減をプラスに転換させるため

の対策として、「産業の育成や企業誘致による雇用の創出」が重要だと考える回答が

最も多く、次いで「移住（ＵＪＩターン）を希望する人たちへの情報提供や受け入れ

態勢の整備」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.7 

20.2 

44.6 

52.0 

17.1 

11.1 

1.8 

2.1 

0 20 40 60

県内（香川）の魅力の向上

県外に向けた香川の魅力発信

移住（ＵＪＩターン）を希望する人たちへの情報

提供や受け入れ体制の整備

産業の育成や企業誘致による雇用の創出

新規就業者の受け入れ等による農林水産業の振興

県内大学等の魅力づくり

その他

無回答

（％）
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若者が安心して子どもを生み、育てることができるために重要なこととしては、「働

きながら子育てをしやすい保育の充実」が最も多く、次いで若者の就業支援、子育て

に伴う経済的負担の軽減、働きながら子育てしやすい労働環境の整備を求める回答が

多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19.5 

20.8 

44.9 

17.0 

12.3 

18.3 

50.4 

40.7 

44.4 

1.4 

3.1 

0 20 40 60

社会全体で子どもを育む意識の啓発

若者の出会いの場の創出などの結婚への支援

若者が経済的に自立できるための就業支援

妊産婦や乳幼児の健康診査など、安心できる母子

保健医療体制の充実

相談・支援体制の充実による子育てに伴う不安

感・負担感の軽減

地域の親子が気軽に交流や相談ができる拠点の設

置など、きめ細かな子育て支援サービスの充実

働きながら子育てをしやすい保育の充実

労働時間の短縮や弾力的な勤務形態など男女がと

もに働きながら子育てをしやすい労働環境の整備

教育費や保育にかかる費用など子育てに伴う経済

的負担の軽減

その他

無回答

（％）
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人口減少や少子化の進行が、地域に与えている影響について、「にぎわいや活気が

なくなるなど、社会の活力がなくなっている」という回答が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59.3 

31.0 

30.9 

16.0 

32.0 

21.3 

23.6 

7.4 

3.8 

2.5 

0 20 40 60 80

にぎわいや活気がなくなるなど、社会の活力がな

くなっている

交通の便が悪くなったり買い物をする場所が減っ

たりするなど、日常生活に影響が出ている

病院や介護などに影響が出ている

教育や学習の面で影響が出ている

働く場がなくなってきている

働き手が不足してきている

売上や収入などに影響が出ている

それほど大きな影響を感じていない

その他

無回答

（％）
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人を呼び込むような地域の拠点をつくるための対策として、「地域と地域を結ぶ交

通手段の確保」が最も多く、次いで魅力ある商店街づくり、居住地やさまざまな施設

を中心部に集約したまちづくり、複数の市町の連携・協力を求める回答が多くなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.9 

33.3 

29.2 

43.6 

30.6 

3.4 

2.9 

0 20 40 60

居住地やさまざまな施設を中心部に集約したコン

パクトなまちづくり

魅力ある商店街づくり

地域内の交通手段の確保

地域と地域を結ぶ交通手段の確保

複数の市町の連携・協力

その他

無回答

（％）
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（２） 首都圏・関西圏における移住意向調査の概要 

 

 本県が平成 27 年２月～３月に首都圏在住者（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）

及び関西圏在住者（京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）を対象に実施した「移住意向

調査」では、４人に１人が地方への移住を「検討している」又は「今後検討したい」

と回答しています。なお、国が平成 26 年８月に実施した「東京在住者の今後の移住

に関する意向調査」でも４割が「検討している」又は「今後検討したい」と回答して

います。 

本県調査での地方への移住希望者のうち約７割が四国への移住について、「検討し

ようと思う」、「検討してもよいと思う」と回答しています。 

   

 

 

 

人口の東京一極集中がますます進行している一方で、首都圏・関西圏在住者を対象

とした調査では、４人に１人の方が、地方への移住を「検討したい」と思っており、

若い世代を中心に、「田舎暮らし」志向が高まっていることが窺えます。 

 

 

 

 

 

 

13.0 22.4 36.3 28.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とても関心があり、検討しようと思う

やや関心があり、検討してもよいと思う

今のところ関心はないが、検討してもよいと思う

特に関心はなく、検討するつもりはない

地方への移住希望者のうち、四国への移住について、 

検討しようと思う・検討してもよいと思う 71.7% 
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（３） 県外進学者アンケート調査の概要 

 

県外の大学に進学した理由として、「学部や学科が志望に合っていた」が最も多く、

次いで「住んでみたい地域にある大学だった」の順となっています。 

 

 
  

59.1 

37.1 

33.3 

15.1 

37.6 

33.9 

30.6 

8.1 

0 20 40 60 80

学部や学科が志望に合っていた

入試のレベルが自分の学力に合っていた

知名度の高い大学だった

就職に強い大学だった

住んでみたい地域にある大学だった

香川県外で生活したかった

ひとり暮らしや寮生活をしたかった

その他

%
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 卒業後に就きたい仕事は、「会社員」が最も多く、次いで「公務員」が多くなってい

ます。「会社員」の業種についての自由記述では、「金融」が最も多く、記述のあった

もののうち 45.5％を占めた。そのほかでは、「製造、メーカー」「小売」が多くなって

います 

 

 
〔業種（自由記述）〕 

業種（下記の業種を含む回答） 回答数 

金融 51 (45.5％) 

製造、メーカー 21 (18.8%) 

小売 12 (10.7%) 

ＩＴ 5 ( 4.5%) 

商社 5 ( 4.5%) 

サービス 4 ( 3.6%) 

 

香川県へのＵターンの意向について、卒業後、就職などで香川県に戻りたいと思う

かどうかについて、「そう思う」又は「どちらかといえばそう思う」との回答は 60.8％

であり、「そう思わない」「どちらかといえばそう思わない」との回答は 28.5％でした。 

 

 

0.0 

63.4 

36.6 

11.8 

3.2 

3.2 

1.1 

0 20 40 60 80

農林漁業

会社員

公務員

医療・福祉関係

自営・起業

その他

仕事はしたくない

%

そう思う

39.8 

どちらかといえば

そう思う

21.0 

どちらかといえば

そう思わない

14.0 

そう思わない

14.5 

わからない

10.8 Ｕターン希望あり 

60.8% 

Ｕターン希望なし 

28.5% 
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香川県に戻りたい理由は、「家族の近くで生活したい」が最も多く、次いで「香川県

の風土が好き」「香川県での生活に慣れ親しんでいる」が多くなっています。 

 

 

 

 

香川県に戻りたいと思わない理由「希望する企業や仕事がなさそう」が最も多く、

次いで「企業数や求人数が少なそう」「都会で生活したい」が多くなっています。 

 

 

 

 

 

71.7 

29.2 

28.3 

22.1 

53.1 

61.9 

15.9 

0.0 

12.4 

2.7 

0 20 40 60 80

家族の近くで生活したい

親などが香川県での生活を勧める

生活するうえで家族の援助が得られる

香川県に友人や交際相手がいる

香川県での生活に慣れ親しんでいる

香川県の風土が好き

希望する企業や仕事がある

香川県の就職先についての情報が豊富

都会で生活したくない

その他

%

7.5 

24.5 

37.7 

9.4 

62.3 

58.5 

20.8 

9.4 

58.5 

15.1 

3.8 

0 20 40 60 80

家族から離れて生活したい

香川県以外に友人や交際相手がいる

現在住んでいる地域での生活に慣れた

香川県の風土が好きではない

希望する企業や仕事がなさそう

企業数や求人数が少なそう

香川県での就職先についての情報が少ない

香川県での就職活動は時間や金銭面で負担…

都会で生活したい

給料が安そう

その他

%
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近畿, 1579人, 

35.0%

関東, 579人, 

12.8%

東海, 126人, 

2.8%

その他, 205人, 

4.5%

中国, 850人, 

18.8%

四国３県, 422人, 

9.4%

香川, 752人, 

16.7%

県外出身者

863人

県内出身者

579人
県外就職

685人

県内就職

178人

県外就職

93人

県内就職

486人

（４） 平成 26 年度学校基本調査報告書等の概要 

 

平成 26 年度の本県の大学進学者 4,513 人のうち、3,761 人（83％）が県外に進学し

ています。県外のうち、近畿地方が 35％と最も多く、関東・東海・関西の三大都市圏

で約半数を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年 3 月に卒業した県内大学生のうち、県内出身者は約 84％が県内で就職し

ているのに対して、県外出身者の約 80％は県外で就職しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：平成 26 年 5 月現在 香川県調査 

資料：文部科学省 

「平成 26 年度学校基本調査報告書」 
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凡例

（1） 結婚の必要性を感じていないから

（2） 同棲でよいと思っているから

（3） 仕事（または学業）に打ち込みたいから

（4） 趣味や娯楽を楽しみたいから

（5） 独身の自由さや気楽さを失いたくないから

（6） 異性と知り合う（出会う）機会がないから

（7）
希望の条件を満たす相手にめぐり会わない

から

（8） 異性とうまくつき合えないから

（9） 経済的に余裕がないから

（10） 精神的に余裕がないから

（11）
結婚生活のための住居のめどがたたないか

ら

（12） 親や周囲が結婚に同意しないから

（13）
一生、結婚するつもりはない人がいると思う

から

（14） その他

全体

57.7 

5.4 

23.1 

28.5 

62.9 

43.3 

39.3 

23.9 

43.5 

15.6 

3.7 

1.4 

16.8 

4.4 

男性

53.5 

4.9 

15.2 

29.7 

56.7 

43.3 

37.2 

25.8 

48.7 

16.9 

5.2 

0.9 

15.8 

5.0 

女性

60.6 

5.4 

28.6 

27.3 

67.9 

43.4 

40.7 

22.2 

40.3 

14.2 

2.5 

1.8 

17.0 

3.8 

香川県では、大学進学者の約８割以上が県外大学へ進学している一方で、そのうち

の約 35％が近畿地方、約 19％が中国地方、約 10％が四国３県という比較的近距離に

ある大学に進学しており、潜在的にＵターン志向があるのではないかと考えられる学

生が多いことが窺えます。 

また、約６割は、実際に本県へのＵターンの意向があることから、県内での就職を

希望する大学生などに対するきめ細やかな相談に応じるとともに、大学卒業生等のＵ

ターン就職を積極的に支援することで、県外から大学卒業生を取り戻すことができる

可能性があります。 

そのためには、県内産業の活性化が重要であり、地域の強みを生かした新たな活力

と付加価値を生み出す成長産業の育成・集積に積極的に取り組み、香川県の魅力を高

め、大学卒業生等を本県に取り戻すことが重要です。 

 

（５）  結婚と子育てに関する意識調査の概要 

 

若い世代で未婚・晩婚が増えている理由について、男性は「経済面に余裕がないか

ら」がおよそ５割、女性は「独身の自由さや気楽さを失いたくないから」「結婚の必要

性を感じていないから」が６割以上の回答となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           （グラフ単位：％） 
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（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7）

全　体

男性

女性

グラフ単位 ： （％）

わ

か

ら

な

い

無

回

答

0

人
１
人

２
人

３
人

４
人

５
人
以
上

3.5 

2.9 

3.4 

8.1 

8.8 

7.7 

44.4 

50.7 

40.6 

35.2 

30.1 

38.5 

4.6 

1.5 

6.4 

1.3 

2.2 

0.9 

0.8 

1.5 

0.4 

2.2 

2.2 

2.1 

「結婚したことはない」と回答した人に、将来の結婚の意向について尋ねたところ、

男性は 71.2％、女性は 68.1%とおよそ７割の人が「結婚したい」と回答しています。 

 

 

 

「結婚している」と回答した 49 歳以下の人に、希望する子どもの人数について尋

ねたところ、男性は「２人」が５割、女性は「２人」または「３人」がそれぞれ４割

で、全体の平均は「2.34 人」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1） （2） （3） （4） （5）

全　体

男性

女性

グラフ単位 ： （％）

す

ぐ

に

で

も

結

婚

し

た

い

2
～

3

年

以

内

に

結

婚

し

た

い

い

ず

れ

は

結

婚

し

た

い

結

婚

す

る

つ

も

り

は

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

17.7 

14.9 

18.1 

14.6 

13.8 

16.7 

37.2 

42.5 

33.3 

16.5 

16.1 

18.1 

14.0 

12.6 

13.9 

平均は「2.34 人」 
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「結婚している」と回答した 49 歳以下の人に、今後、子どもを持つ場合の条件に

ついて尋ねたところ、男性は「教育にお金があまりかからないこと」が５割強、女性

は「働きながら子育てができる職場環境であること」がおよそ７割となっています。 

 

 

少子化による人口構造の変化がこのまま続けば、県民一人ひとりの生活への影響に、

さまざまな影響を及ぼすことが懸念されます。この解決のためには、若い世代が結婚

や子育てに夢を持ち、妊娠・出産や家族に対する希望を実現できるよう、結婚、妊娠・

出産、子育て支援や仕事と子育てを両立し、女性が活躍できる環境整備を進めること

が重要です。 

 

 

グラフ単位：（％）

凡例

（1） 教育にお金があまりかからないこと

（2）
地域の保育サービスが整うこと（保育所や

一時預かりなど）

（3）
出産・育児について相談できる人が地域に

いること

（4） 雇用が安定すること

（5）
働きながら子育てができる職場環境である

こと

（6） 自分の昇進・昇格に差し支えがないこと

（7） 家がある程度広いこと

（8） 自分または配偶者が高齢でないこと

（9） 健康上の問題がないこと

（10）
配偶者の家事・育児への協力が得られる

こと

（14） わからない

無回答

（11）
配偶者以外の家族に、育児に協力してく

れる人がいること

（12） その他

（13） 特にない

全体

59.9 

57.0 

25.3 

39.2 

63.7 

9.1 

19.6 

25.3 

47.6 

49.5 

42.5 

3.8 

1.3 

0.3 

2.7 

男性

55.1 

50.0 

17.6 

45.6 

53.7 

8.1 

21.3 

25.0 

44.1 

30.1 

30.9 

2.9 

2.9 

0.0 

2.2 

女性

62.8 

61.5 

29.9 

35.5 

69.7 

9.8 

18.8 

25.6 

50.0 

60.3 

49.1 

3.8 

0.4 

0.4 

3.0 
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２．香川県の人口の推移と長期的見通し 

（１）本県人口の推移と長期的見通し 

  

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の「日本の地域別将来推計人口（平成 25

年 3 月推計）」によると、平成 52(2040)年の香川県人口は 約 77 万人まで減少すると

推計されており、国のまち・ひと・しごと創生本部事務局から提供された、社人研が

行っている平成 52（2040）年までの人口準拠推計等のデータを用いたパターン①の

将来推計では、平成 72(2060)年には、香川県の人口は、60 万人程度 にまで減少する

と推計され、経済規模の縮小、社会保障費の増加ひいては地域社会の衰退等が懸念さ

れます。 

 

 仮に、県外への転出超過による社会減は継続すると仮定し、国の長期ビジョンと同

様に、合計特殊出生率が平成 42(2030)年に 1.8 程度、平成 52(2040)年に 2.07 程度ま

で上昇すると、香川県の人口は、平成 72(2060)年に約 67 万人になると推計されます。

（パターン②） 

 

 そこで、転入と転出（社会増減）が均衡し、かつ、合計特殊出生率が上記のとおり

上昇すると、香川県の人口は、平成 72(2060)年に約 74 万人になり、長期的には 60 万

人台半ばで概ね安定的に推移するものと推計されます。（パターン③） 

 

 また、香川県産業成長戦略を踏まえ、平成 35（2023）年に転入と転出（社会増減）

が均衡し、以降、社会増（1,000人／年）の状況が続くと、香川県の人口は、平成72(2060)

年に約 76 万人になると推計されます。（パターン④） 
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0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

（人）

実績（1960～2010年）

①国立社会保障・人口問題研究所準拠

②合計特殊出生率が上昇した場合（県外への転出

超過）

③合計特殊出生率が上昇し、かつ、転入と転出（社

会増減）が均衡した場合

④合計特殊出生率が上昇し、かつ、2023年に転入と

転出（社会増減）が均衡し、以降社会増1,000人/年

が継続する場合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ピーク 1999 年 約 103 万人 

2014 年 約 98 万人 

2023 年に社会増減が均衡 

以降社会増 1,000 人/年を目指す 

2060 年 

 ①約 60 万人 

 ②約 67 万人 

 ③約 74 万人 

 ④約 76 万人 

人口増社会へ 

④ 

③ 

② 

① 
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（２）本県の人口構造の長期的見通し 

  

若い世代の希望や香川で住みたい、働きたい、帰りたいと願う多くの方々の希望に

応え、人口の展望が実現すると、将来的に安定した人口構造を迎えることが期待でき

ます。 

2014 年の人口構造（約 98 万人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社人研推計による将来の人口構造 

2040 年のパターン①（約 77 万人）    2060 年のパターン①（約 60 万人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者の割合が高く、いびつな人口構成となっています。 

 

人口増社会の展望ができる香川県の姿 

2040 年のパターン④（約 84 万人）    2060 年のパターン④（約 76 万人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

2060 年には、あらゆる世代が均等になり、安定した人口構成となっています。 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80

90歳以上
85～89歳
80～84歳
75～79歳
70～74歳
65～69歳
60～64歳
55～59歳
50～54歳
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（３）目指すべき将来の方向 

① 人口の社会増減をプラスに転換する。 

 今後、まずは、人口の社会増減をプラスに転換するため、県内の雇用創出や生活・

教育環境の整備など住みやすく魅力ある地域づくりを推進することで、若い世代の県

外への流出を防ぎ、とりわけ、進学等による東京圏、関西圏への転出に歯止めをかけ

ることが必要です。 

 また、本県の魅力や優位性を積極的に発信することにより、移住・定住を促進し、

本県へ人材を還流・定着させることが必要です。 

 

② 人口の自然減を抑制する。 

 人口の自然減を抑制するためには、次世代を担う若年層の増加が不可欠です。結婚・

妊娠・出産・子育ての希望を実現し、出生率を向上させていくため、若い世代が安心

して出産・子育てができる環境づくりや高齢者の生きがいづくり、社会参加の促進な

どの取組みも必要です。 

 

③ 人口減少社会に適応する。 

 当面の人口減少社会に適応するため、地域の元気を創り、活力ある地域を維持形成

し、自然や文化など、地域の資源を生かした観光・交流の拡大、安心して暮らせるた

めの防災や防犯・交通安全対策の充実などが必要です。 

 

「人口減少の克服と地域活力の向上」を実現していくため、「かがわ創生総合戦略」

を着実に推進し、「県外への人口の流出に歯止め」をかけるとともに、若い世代の希望

を実現し、「出生率を向上」させていき、次の世紀には、人口増社会を展望できるよう

目指していきます。 

 加えて、観光客の戦略的な誘客施策などに取り組み、交流人口を拡大させることに

より、地域の活性化につなげます。 


